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税税理理士士法法人人  ユユーーママスス会会計計                                      株株式式会会社社  ユユーーママスス経経営営   

 
  

 

 経営に無関与の連帯保証の禁止 
   
……家族や友人などの事業に無関係者（金融庁）…… 

 
◇ 東日本大震災を踏まえての債務問題関連 
金融庁は 7 月 14 日、銀行など金融機関が中小企業などに融資する際の連帯保証人に、実際には経営にタッチ

していない家族や友人知人などがなっている場合に対して、監督方針を改正しました。中小企業が銀行などに融

資を依頼する場合に第三者保証人として、社長以外の人的保証を求めてきます。この様な場合に会社関係者（社

内や取引先など）に恰好な保証人を求めることが出来ない場合に会社経営に無関係な家族や親戚縁者や親しい友

人などに依頼する場合が少なくなく、銀行などもその人の資力を判断して保証人として受け入れています。同庁

は東日本大震災前から指針改正を検討していましたが、実際に今回の災害で多くの債務者が破産するケースが予

想され、うっかり保証債務を失念している保証人が混乱することが予想されます。 
今回の指針改正は過去に遡及する事は出来ないということで多くの課題を残しています。改正後 銀行などは新

基準に準じて連帯保証人への請求に配慮するように促すことになります。 
新指針では、連帯保証の対象から外すのは、経営に関与していない家族、親族、先代経営者、仕事上の関係者

ら、積極的な申し出があれば連帯保証人になれるが、その場合に書面による確認を徹底するようになるでしょう。 
 
◇ 東日本震災関連の倒産全国で131社（帝国データーバンク） 

 東日本大震災の影響で倒産した企業が 5 月末時点で 131 社に上ることが帝国データーバンクのまとめで判明。 
4 月末時点の 66 件からほぼ倍増しており、現状では相当増加している様子です。因みに阪神大震災のケースでは震災

後 2 ヶ月余りで 51 社だったことからすると 2.5 倍に上ります。 
 倒産理由は間接被害（取引先の被災や消費減少でなどによる売上減少）が 86.3％で最も多く、業種別では旅館・ホ

テルが 16 社、自動車関連産業が 14 社、建設業 12 社などが目立ちました。被害の大きいのは岩手、宮城、福島県の三

県で今後増加することが確実視されています。 
 
◇ 二重ローン・個人債務の整理に金融庁が調整役 

 金融庁は、中小会社の倒産とともに個人の震災による新たな債務を抱える「二重ローン問題」で個人や中小企業が破

産しなくても債権放棄手続きを進められる「私的整理ガイドライン」を 7月中をめどに新設する方針を固める方針を明

らかにしています。弁護士や第三者の助言を受けながら簡易な手続きで返済を軽減し、再建を支援される事になります。 
 ガイドラインでは住宅ローンを残したまま自宅を失った被災者の救済策の柱となり、自力で債務返済が困難な被災者

や、一定程度の再建可能性のある個人事業者などが対象となるようです。 
 
◇ 法人向け私的整理について 

 法人向け私的整理は、会社更生法など法的整理に比べ債権をより多く回収できる場合に限定している為、倒産などの

イメージを伴わない半面、企業の手許に残る財産は減るのが難点でした。政府民主党は被災者の再建可能性を高めるた

めに増額することも検討しています。一方被災した中小企業ガイドラインも設け、従来の 3 年以内の黒字化を 5 年程度

に延長、経営者責任も求めない方針です。 
 

今 月 の 視 点 
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昨今商取引で「偽装請負」という言葉を良く耳にします。雇用関係にともなう「労働問題」や「税務問題」な

どが内在します。また一方同じような契約で「代理契約」があります。法律上これらの契約は全く違った次元で

規定されています。しかし、経営実務ではこれらの契約関係を混同し、行政とのトラブルも多く発生しています。 
  

請負契約とは「第三者に仕事の完成」を約する契約である（民法第632条） 

請負契約の目的は「仕事の完成」です。仕事の「結果」に対する責任を負わねばなりません。実務では建設業

の現場作業員に対して、会社の都合上「雇用契約」を締結せずに、請負契約であるかのように仮装した取引が定

着しています。源泉所得税の徴収逃れ、法定福利費の負担逃れとともに、仕事の需要に応じて労働を提供させる

のが主たる原因です。しかし、実質は、雇用者と全く同じ環境で、現場監督の指揮監督下に置かれながらも、仕

事のない時は出勤出来ないという正に「偽装請負」そのものです。 
税務の取扱においては、多くの事実認定の問題がありますが、概ね「雇用契約」ありと認定され、源泉所得税

や消費税の認定課税が行われます。 
勿論、労働問題から見ても、当然負担すべき社会保険や労働保険、さらには継続雇用の問題も発生する事でし

ょう。 
委任契約と請負契約はその結果責任において根本的に相違する（民法第643条） 

委任契約では、法律行為やその他の行為（事務）のような、一定の「行為」という「過程」について責任を負

担しますが、その結果に対しては請負契約のような責任の負担を求めていません。しかしその「行為」の「過程」

においてはいい加減な行為は許されず、いわゆる「善良な管理者の注意義務」（善管注意義務と言います）の責任

を負います。委任契約書で委任の目的や範囲を定めて委任をしますが、その契約の範囲に拘束されるという訳で

す。 
例えば集金の業務を委任された場合、その集金行為に際して善管注意義務を果たしていれば、例え集金の目的

が完全に満たされなくてもその結果責任は負いませんが、集金を行う業務を請け負った場合は完全にその目的を

達成しなければ結果責任を負うことになります。 
因みに委任契約は特約がない限り「無償」が原則です。（民法第 648 条 1 項）（次回偽装請負いに伴う税務問題

について解説します） 
 

      ……事業承継対策スタッフ…… 
 

遺留分についての知識と対策  ② 

 

例えば、相続人が配偶者と子供一人であるが、諸般の事情で子供には 財産を相続させたくない場合など、遺留

分権利者にそのまま遺留分を相続させない対策について。 

 
 ☆ 遺留分を完全にシャットアウトするには 

 例えば、事業経営者である被相続人の財産の大部分は自社株で、事業を承継する長男である子供にすべての自

社株を相続させたい場合を想定すると、配偶者や他の子供に遺留分を相続させることが不都合な場合があります。 

この様な場合に、配偶者や他の子供に生前に家庭裁判所の許可を得て、遺留分を放棄させることができます。こ

法務管理室 露口 祐子  

  「幸せのバトンタッチ」のために！！ 

        いつかは起こる事業承継と相続問題への対策 9 

…ビジネススポット… 

請負契約と雇用契約や委任契約の違い？ 

……商取引上のトラブル…… 
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れに対して相続放棄は、被相続人の生存中にはすることが出来ず、相続のあった日から3ヶ月以内に家庭裁判所

の許可を得て行うことが出来ることになります。 

 

☆ 法定の遺留分をなるべく少なくしたい 

養子縁組により、相続人の数を増やすことによって遺留分割合を少なくする方法があります。例えば相続人が

子供二人（長男と次男・その他なし）の場合、長男次男の法定相続分はお互いに二分の一、遺留分はそれぞれ四

分の一となります。もし、長男に配偶者（嫁）と子供（孫）一人があり、その嫁と孫の二人と養子縁組を行った

場合には、相続人が二名から四名になります。その結果、四名の法定相続分はそれぞれ四分の一、遺留分はそれ

ぞれ八分の一と養子縁組によって法定相続分と合わせて遺留分は半減する事になります。 

養子縁組による相続人増加効果は、相続税の基礎控除の取扱上は、実子が存在する場合は養子縁組は一人しか

適用されません。もし、実子が不在であれば二名まで相続税の基礎控除にカウントされます。 

 

 

              社会保険労務士  嶋 田 亜 紀    
 

人事労務情報 ～平成23年度も最低賃金が引き上げられます～ 

厚生労働省・中央最低賃金審議会から、平成 23 年度の地域別最低賃金額改定の目安が答申されました。都道府県を

4つのランクに分け、Ａランクは4円、Ｂ～Ｄは各1円となっています。答申に示された考え方を踏まえた試算による

と、本年度の目安が示した引き上げ額の全国加重平均は6円となり、目安どおり引き上げられると、時給は平均で736

円となります。 

 

大阪は779円から783円に引き上げられる予定です。 

 

■概要 

東日本大震災の影響が全国に及んでいる状況から、今年度の目安については労使双方の意見の一致には至らず、公益

委員会の見解として、以下の図に示した都道府県を4つのランクに区分した金額を地方最低賃金審議会に示すよう答申

されました。 

また、生活保護水準が最低賃金を上回っている9都道府県(北海道、宮城、埼玉、東京、神奈川、京都、大阪、兵庫、

広島)については、その乖離額の解消は今後に持ち越されました。 

 

ランク 都道府県 金額

Ａ 千葉、東京、神奈川、愛知、大阪 4円

Ｂ 茨城、栃木、埼玉、富山、長野、静岡、三重、滋賀、京都、兵庫、広島 1円

Ｃ 北海道、宮城、群馬、新潟、石川、福井、山梨、岐阜、奈良、和歌山、岡山、山口、香川、福岡 1円

Ｄ 
青森、岩手、秋田、山形、福島、鳥取、島根、徳島、愛媛、高知、佐賀、長崎、熊本、大分、宮崎、

鹿児島、沖縄 
1円

参照ホームページ[厚生労働省] 

 

厚生年金保険料率が引き上げられます  9月分(10月納付分)から厚生年金保険料率が16.412％に引き 

上げられました。事業主様負担分および被保険者様負担分はこの半分で8.206％です。ご確認お願いいたします。 
 

社会保険＆ 
人事労務情報   



 4

《事務所つうしん》 

◇平成23年9月事務所カレンダー（主な行事と税務等） 

日 程 業 務 ・ 行 事 等 備 考 

3日(土) 第一土曜日お休み  

10日(土) 第二土曜日実務研修会 法務担当（露口） 

12日(月) 8月分源泉所得税・住民税の納期限  

17日(土) 第三土曜日お休み  

19日(月) 敬老の日お休み  

23日(金) 秋分の日お休み  

 24日(土) 第四土曜日実務研修会 法務担当（露口 

 27日(火） 7月決算法人の申告書審理 法務担当（露口） 

 29日(木) 7決算法人確定申告書提出（ｅ‐Ｔａｘ） 総務担当 

 30日(金) 10月の定例会議10月の事務計画と9月の業務反省 総務担当 

 

◇職員バースデー（9月）…おめでとうございます… 

 

5 日 法務管理室  藤田 徳雄  14 日 監査第 2 課  渡部絵里香  28 日監査第 2 課 青木 恵子 

 

◇今月のミニ金融情報  

…… 日本政策金融公庫の貸付利息等（23 年 8 月 10 日現在） ……  

   

  貸付区分 貸付期間 有担・第三者保証 第三者保証無 備   考 

経営改善資金 5年以内 ― 1.85％ 限度額1500万円

普通貸付 5年以内 2.15％ 2.80％ 利率変動あり 

同 6年以内 2.25％ 2.90％ 同 

同 7年以内 2.25％ 2.90％ 同 

同 8年以内 2.35％ 3.00％ 同 

同 9年以内 2.45％ 3.10％ 同 

同 10年以内 2.55％ 3.20％ 同 
新創業融資制度 6年以内 ― 3.80％ 同 

同 6年以内 ― 3.90％ 同 

同 7年以内 ― 3.90％ 同 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

成功への一言名言集 

① 自分で薪を割れ、二重に温まる ……  ヘンリーフォード（フォード自動車の創業者） 

 

② 生きた人の中で一番笑いを聞いた耳でありたい ……  松本 人志（俳優・映画監督） 

 

③ 愚者は教えたがり、賢者は学びたがる  ……  アントン・チューホフ（ロシア作家・創作家） 

 

④ 最大の危険は、目標が高すぎて実現できないことではなく、 

          目標がひくすぎてそれを実現してしまうことである  ……ミケランジェロ（彫刻家）

⑤ サービスはキャッチボール。短いやり取りを長く続けること  ……中谷 彰宏（作家・俳優） 

 

⑥ 素晴らしい仕事があるのではない。素晴らしい仕事をする方法があるのだ  ……サム・ウォルトン 

                                      （ウォルマート創業者）

⑦ 新しいものを考えた人も、それが成功するまでにはただの変人にすぎない。……マーク・トウェイン 

                                            （作 家）

耳 よ り 情 報 


